第10章　シンガポール

シンガポールの人口は300万人をわずかに上回る程度で、本報告書で取り上げる諸国の中で最小の国である。しかし、シンガポールはアジアの中で最も所得の高い国の一つでもある。確かに一人あたり名目GDPは、国際ドルベースで見ると本報告書で取り上げるどの経済よりも高く、米ドルベースで見ても日本についで2番目に高い（表1.1と第1章を参照）。また、名目GDP（米ドルベース）を指標として比較すると、シンガポール経済はベトナムの4倍の規模、フィリピンよりもわずかに大きく、隣国マレーシアをわずかに下回る規模である。一方、シンガポールの物価水準がより所得の低い国と比べて高いことを考慮し、国際ドルベースの名目GDPでは、シンガポールはベトナムの70％、マレーシアやフィリピンの約3分の1に過ぎない。しかしいかなる指標をとっても、シンガポール経済の規模は通常考えられているよりもはるかに大きい。

加えて、シンガポールは過去20年間、急速な成長を遂げた。1985～86年の景気後退を例外として、シンガポール経済は1979～97年に6～12％という極めて高い成長率で成長してきた。この期間に一人あたり実質GDPは2.8倍に増加し、生活水準の著しい増加を示した。生活水準の上昇は、出生時平均余命と中等教育就学率の増加、そして乳児死亡者数と非識字率の顕著な低下からも明らかである。

1997年の後半にシンガポールドル（Sドル）は大幅に減価したが、それでもシンガポールがアジア金融危機から受けた影響はごくわずかであり、7.8％の成長率を記録した（表10.1）。この好調さは主にコンピューター関連のエレクトロニクス製品、とりわけ半導体に対する米国とEUからの需要が堅調だったことの結果である。しかし、1998年のシンガポールの経済成長率は、域内諸国からの需要の大幅減と、エレクトロニクス産業の世界的な不振が続いているために、-0.6～+1.2％の範囲で低下すると推定されている（表1.2）。1999年も不況が続き、GDP成長率は-0.8～+1.9％を記録する見通しである。ただし、2000年には幾分の回復が見込まれている。

シンガポールの労働市場はかなりタイトであり、景気後退のために失業率が上昇した1986～87年を例外として、過去20年にわたって2～4％を記録してきた（表10.1）。仮に成長率が1998～99年の予測と同水準になれば、失業率が幾分上昇することが予想される。失業者数の増加の大部分は移民労働者に集中する可能性が高い。そして非常に深刻な事態となれば、シンガポール当局が移民労働者数を減少させる手段を講じるであろう。

シンガポールは事実上農業のない都市国家であり、製造業とその他産業が雇用のほぼ全てを占める。1980～81年にかけての30％をピークに、製造業のシェアは1997年の23％へと徐々に低下し、それを埋め合わせる形でその他産業のシェアが増加した。生産面から見た名目GDPでも同じ傾向が見られ、製造業のシェアが1980年の29％をピークに、1997年には24％へと低下した。エレクトロニクス製品とその部品は今や製造業の最大部分を占め、1997年時点では、製造業の付加価値の45％、製造業の雇用者数の35％を占める（Singapore, Department of Statistics, various years）。非製造業では、金融部門の伸びが最も著しく、そのGDPに占めるシェアは1979年の18％から1997年には31％へと増加している。貿易部門も同じく重要であり、1997年にGDPの19％を占めているが、同部門のシェアは過去20年にわたりほぼ一定である。

支出項目別GDPで最初に注目すべきは、対外貿易への依存度が近年低下傾向にあるものの、非常に高い点である。対外貿易のシェアの高さは、近隣諸国にとってシンガポールが中継貿易およびサービス・センターの役割を果たしていることを反映している。輸出入の対GDP比は、1980年代中葉にかけて200％を超えていたが、近年150％を下回るまでに低下している（表10.1）。財貨・サービス貿易は1980年代初めに相対的に大幅な赤字を出していたが、近年では多額の黒字へと転じ、1994～97年にかけて対GDP比14～17％に達している。主として近隣諸国の経済成長の減速とそれに伴う輸出の低迷から、財貨・サービスの純輸出のシェアは1998年に低下したと予想される。シンガポール経済の重要な構造的特質として、他にもGDPに占める民間最終消費支出のシェアが小さく、減少傾向にあること、そして総固定資本形成のシェアが相対的に大きいことがあげられる。この二つの指標は貯蓄率が非常に高いことを反映している。

シンガポールのインフレ率は相対的に低いため、同国の金融・財政政策は非常に保守的であると一般に特徴付けられている。GDPデフレータの増加率が二桁を記録したのは、過去20年間で第二次石油危機後の1980年のみである（表10.1）。域内の他の諸国とは対照的に、過去20年を通じて金利はかなり低い水準であった。一方、類似点としては、通貨危機の影響を受けて金利が著しく上昇したことが上げられる。貸出金利は1997年10月の6.26％から1998年1月の7.79％へと上昇、その後この水準は1998年8月まで続いたが、9月には7.59％へとわずかに低下した（International Monetary Fund, 1998d）。シンガポールは資産市場のバブルも経験し、1990～93年にかけて株価は2倍以上に膨れ上がった。アジア金融危機の影響を受けて株価のバブルがはじけ、1997年に株価は69％低下し、翌年にはさらに9％下落した。金融危機のもう一つの影響として、域内諸国に対する投資家の信認が失われ、その結果Sドルの対米ドルレートが1996年末の1米ドル1.40Sドルから1997年末の1米ドル1.68Sドルへと減価した。1998年の最初の10ヵ月間で、月中平均レートは1米ドル1.60～1.75Sドルの間を推移し（International Monetary Fund, 1998d）、98年末のレートは1米ドル1.67Sドルであった。このようにSドルは米ドルに対して減価したが、他の域内諸国の通貨ほど大幅な減価ではなかった。つまり、Sドルは他の域内諸国、とくに韓国、タイ、マレーシアの通貨に対してむしろ増価し、輸出競争力は低下している。他方、シンガポールの輸入の多くは食料品や基礎的商品で占められ、Sドルの減価が相対的に小さかった。このことはインフレ率をコントロールするのに役立っている。

産業の競争力を高めるために、1998年11月に「シンガポールの競争力委員会」は、政府がコスト削減策に関する包括的政策に着手するよう提案した。この包括的政策は、例えば、大幅な賃金および非賃金コストの削減を含んでおり、そのなかには中央厚生年金基金（CPF）への拠出率の削減も含まれている。CPFとは、大多数の労働者と雇用者が労働所得の一定割合を積み立てることを義務づけられている国の強制貯蓄制度である。CPFならびにそれと関する規制により、シンガポールの貯蓄が最適な水準を上回る状態にあることは学者などから指摘されてきたが、通常当局は、CPFへの拠出率引き下げに対し非常に消極的である。今回の拠出率の引き下げは、当局が現在の状況を深刻に受け止めていることを示している。

先に述べたように、近年シンガポールは財貨・サービス貿易で大幅な黒字を計上している。また所得収支においても近年黒字を計上しており、その結果、経常収支の黒字が非常に大きくなっている（表10.2）。興味深いのは、経常収支全体で大幅な黒字を出しているにもかかわらず、財貨の貿易では収支がほぼ均衡状態だということである。経常収支の大幅黒字は主にサービス収支の多額の黒字によるところが大きく、所得収支の黒字は相対的に小さい。しかしサービスの輸出は、輸送および旅行の収入の減少により、1998年と99年に幾分減少する可能性がある。この観点から留意すべき重要な点は、海外からの旅行者数が1997年に減少し始め、1996年の730万人から720万人へと落ち込んでいることである。1997時点で、ASEANからの旅行者がシンガポールへの全旅行者数の32％を占め、ついで日本、香港、韓国の三ヵ国・地域からの旅行者数が23％を占めている（Singapore, Department of Statistics, various years）。これら諸国が現在深刻な経済状況に直面していることは、1998年に海外からの旅行者数が一層減少し、おそらく1999年も減少傾向が続く可能性があることを示唆している。

投資収支においても、注目すべきいくつかの傾向がみられる。第一に、隣国のマレーシアと同様、シンガポールには相対的に多額の直接投資が海外から流入しており、1997年時点でGDPの9％に達している（表10.2、表10.1）。第二に、近年シンガポール自身が多額の対外直接投資を行うようになっている。ただし、この対外直接投資の大部分は、シンガポール所在の外資系多国籍企業により行われていることに注意しなければならない（Low, Ramstetter, and Yeung 1998, を参照）。第三に、シンガポールでは対内、対外証券投資の双方が活発に行われ、近年ではとくに対外証券投資の規模が大きくなっている。第四に、その他投資の規模が対内、対外の双方でそれ以外の投資収支の項目と比べ極めて大きくなっている。この傾向はとくに1990年代に顕著に見られるが、これはシンガポール・オフショア市場を通じて多額の資金が取引されていることを反映している。第五に注目すべき点として、外貨準備増減等の項目が一貫してマイナスを記録していることがあげられるが、これはシンガポールが外貨準備を積み上げていることを示している。実際に、アジア金融危機が表面化した1997年末でもシンガポールは710億米ドルの外貨準備を保有していた。それは毎月のシンガポールの輸入額もしくは対内証券投資残高を数倍上回る数字である。同時に、対外債務残高も近年極めて低い水準まで低下しており、同国のGDPの約10分の1の規模に過ぎない。

1997年時点でシンガポールにとって最大の輸出市場は近隣のASEAN5ヵ国（27％）と米国（18％）であり、アジアの他の新興工業経済群（NIEs：香港、韓国、台湾）が17％、欧州9ヵ国が12％、そして日本が7％を占めている（表10.2）。現在深刻な不況に直面している域内諸国（例えば、ASEAN5ヵ国、香港、韓国、日本）への輸出依存度が非常に大きいことは、シンガポールの輸出が今後数年にわたって減少する可能性があることを示唆している。事実、1998年の最初の8ヵ月間の輸出額（米ドルベース）を1997年同期の輸出額と比較すると、11％低下している（International Monetary Fund, 1998d）。近隣諸国への輸出ではより大きな落ち込みが見られる。例えば、この時期にマレーシア向けの輸出は13％低下、タイ向けの輸出は20％も下落している（Singapore, Department of Statistics, various years, a）。マレーシアの状況はとくに注目すべきである。その理由は、1997年時点で、シンガポールの全輸出の17％をマレーシア向け輸出が占めているからである。仮にマレーシアが現在実施している為替管理が破綻を来し、マレーシア経済がより深刻な不況に陥った場合には、シンガポールの輸出産業は多大な影響を被るであろう。輸入においても、近隣のASEAN5ヵ国が最大の相手国で、1997年時点でシンガポールの全輸入額の24％を占める。ついで、日本と米国が共に1997年時点で全輸入額の16～17％を占めが、近年日本のシェアはやや低下している。欧州9ヵ国も1997年時点で全輸入額の14％を占める重要な輸入相手国であり、アジアNIEs3ヵ国も10％を占めている。輸出の場合と同様、注目すべき傾向として、韓国と台湾の二つを合わせたシェアが急激に増加している点があげられる。1998年の最初の8ヵ月間の輸出額ならびに輸入額を97年同期の輸出入額と比較すると、輸入の方が落ち込みが大きく、98年に19％減少している。近隣諸国からの輸入の大部分は中継貿易によるもので、シンガポールを通じて他の市場に送られている。したがって、シンガポールの輸入の大幅な落ち込みの一部は、近隣諸国の輸出が伸び悩んでいることを反映している。

シンガポールの輸出を品目別に見ると、中継貿易が重要な役割を担っていることがいっそう明瞭になる。これは輸出総額に占める再輸出のシェアが非常に大きく、1997年時点で42％に達していることから確認できる。このシェアは1979年の41％から1981年と1990年には34％にまで低下し、その後再び増加している（表10.2）。近年機械製品輸出が急増しており、総輸出に占めるシェアで見ると1979～82年の16～17％から1994～97年には39～40％にまで増加している。鉱物性燃料輸出のシェア低下も著しく、1982年の39％から1994～97年にはわずか8～9％にまで落ち込んでいる。輸入においては機械製品輸入のシェアが圧倒的に大きく、1979年の30％から1993年以降は半分以上のシェアを占めるに至っている。対照的に、鉱物性燃料の輸入シェアは低下が著しく、1981年の34％から最近では10％以下にまで減少している。その他製品のシェアは20～24％付近でかなり安定しており、現在では輸入の中で二番目に大きな品目となっている。強調すべき点は、製品類輸入のかなりの部分がいったんシンガポールで保有され、その後再び他の市場に販売されるという点である。例えば、シンガポールの総輸入に占める再輸出の比率を計算すると、1997年時点で機械製品では44％、その他製品では40％に達する。このように機械製品とその他製品の輸入は、完成品および中間財に対する国内の需要と第三国市場に再輸出するための需要の二つから生まれている。機械製品輸入の主体としてエレクトロニクス産業の役割が大きいことは、1986年に同産業の市況が深刻な不振に陥ったときに、そのシェアが著しく低下したことからも確認できる。

最後に、日本とシンガポールの両国間の関係について見ると（表10.3）、日本が同国に対して大幅な経常収支黒字を計上し、1995～96年にかけて毎年130～140億米ドルに達している点である。さらに、貿易収支黒字は1995～96年にかけてそれを上回っており、1997年には両者はほぼ同額であった。他方、二国間のサービス収支と所得収支はよりバランスに近い状態にある。サービス収支では、日本の受取りの主たる部分は輸送およびその他営利業務からであり、日本の支払いは主にこの二つの項目と旅行から生じている。所得収支においては、証券投資収益とその他投資収益の二つが大きな割合を占めている。日本企業はまたシンガポールから多額の直接投資収益を得ている。投資収支に目を転じると、日本は同国に対して多額の直接投資を行っているが、同国から日本への直接投資はあまり行われていない。興味深いことに、日本のシンガポールに対する証券投資において資産がかなり低い数値を示しているのに対して、負債の方はとりわけ債券がかなり大きくなっている。また、その他投資を通じた多額の資金が両国間を移動しているが、これは日本とシンガポールのオフショア市場間で銀行間取引が活発に行われているからである。

シンガポールの世界全体に対する貿易と同様、日本に対する貿易においても機械製品が圧倒的に大きな割合を占め、1997年時点で日本の対シンガポール輸出の69％、日本のシンガポールからの輸入の63％を占めている。輸出においては、その他製品と化学製品が次に大きな品目であり、輸入においては鉱物性燃料のシェアが二番目に大きく、ついでその他製品のシェアが大きい。域内の他の諸国と同様、日本とシンガポールは緊密な経済関係にあり、日本経済の現在の深刻な状況は、シンガポールからの輸出に対する需要の減少を通じて、シンガポール経済に重大な影響を与えるであろう。
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